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(兆円)

小売販売額（EC）

小売販売額（リアル店舗）

予測値

EC市場の拡大によって、リアル店舗での販売額は伸びない
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（兆円） 小売EC市場規模の推移

EC市場規模

EC化率（小売EC販売/小売販売）_右軸

予測値

◼ EC市場は、コロナ禍当初の2020年に、EC利用世帯数が増加することで急拡大した。2021年から2022年は、EC利用世帯数が
大きくは増加しない中でもEC利用者一人当たりの支出が増加して、EC市場は年+10%程度の従来ペースで成長した。ただし、
2023年には、利用者のリアル店舗への回帰などから、EC市場の成長ペースはやや鈍化している。

◼ 中期的には、現時点でEC利用率の低い高齢世代が、高齢世代よりもEC利用率が高い中年世代と入れ替わっていくため、EC市場
は拡大を続ける見通し。一方で、EC市場の拡大によって、家電や衣類などの買回り品を中心に消費者のリアル店舗離れが進む。そ
のため、EC市場の拡大はリアル店舗の販売額を奪い、物販テナントの賃料を押し下げる要素となる。

EC市場は中期的にも拡大を続けて、リアル店舗の販売額を奪う
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図表2 小売販売額の推移（リアル店舗およびEC）図表1 EC市場規模（物販）とEC化率の推移

出所）2022年以前は経済産業省「電子商取引実態調査」にもとづく実績値および三井住友トラスト基礎研究所による推計値、

2023年以降は三井住友トラスト基礎研究所による予測値

出所）2022年以前は経済産業省「商業動態統計調査」、「電子商取引実態調査」にもとづく実績値および

三井住友トラスト基礎研究所による推計値、2023年以降は三井住友トラスト基礎研究所による予測値
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◼ 生活家電や書籍類など商品に個体差がない品目では、購買者によるレビューもEC利用の一助となり、EC化が早く進んできた。

◼ 中期的には、衣類や生活家電・雑貨など、ECシフトで事業者の店舗スペース削減や省人化が容易な品目では、消費者も価格面で
恩恵を受けやすく、EC化率はさらに高まる見通し。一方で、鮮度が重要であったり、緊急性を要するといった生鮮食品と医薬品では、
今後もEC化は進みにくいと予想。

衣類や生活家電・雑貨は、食品と医薬品に比べてEC化率が高まる
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図表 3 品目別EC化率の見通し

出所)2022年以前は経済産業省「電子商取引実態調査」をもとに三井住友トラスト基礎研究所が作成した推計値。2023年以降は総務省統計局「家計消費状況調査」、「家計調査」、経済産業省「商業動態統

計」 、「電子商取引実態調査」 、国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数将来推計」をもとに三井住友トラスト基礎研究所作成
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当社発行「不動産マーケットリサーチレポート」のご案内

本レポートは、当社の有償レポート「不動産マーケットリサーチレポート（年２回発行）」をもとに、
一般の読者に向けて再編集したものです。将来予測を含む同有償レポートの内容および購入
につきましては、当社HP（https://www.smtri.jp/service/report/market_research_report.html）をご
参照下さい。

【お問い合わせ】 投資調査第1部
https://www.smtri.jp/contact/form-investment/index.php

https://www.smtri.jp/service/report/market_research_report.html
https://www.smtri.jp/contact/form-investment/index.php

	スライド 1: 不動産市場・ショートレポート（商業施設市場）
	スライド 2: EC市場は中期的にも拡大を続けて、リアル店舗の販売額を奪う
	スライド 3: 衣類や生活家電・雑貨は、食品と医薬品に比べてEC化率が高まる
	スライド 4

